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が概括的に論じられる o R ・パッソウや平田清明教授らの先行研究を活用しながら著者が
示すのは、マルクスは「資本家社会 kapitalistisch GesellschaftJ と「市民社会 bUrgerlich
GesellschaftJ を概念的に区別しており、経済的搾取と階級対立によって特色づけられる「資
本家社会」概念とは異なって、「市民社会」が分業と個人間のコミュニケーションに着目
する概念で、あった点である。市民社会は、マルクスにおいて、単なる過渡的な社会段階に
は止まらない、理論的重要性をもっ概念で、あった、というのである。
第二章「市民社会と国家一一近代批判の基本的枠組み」ならびに第三章「フ。ロイセンと
英国における二つの市民社会理論」は、へーゲ、ルの市民社会論とそれに対するマルクスの
批判を整理することを通じて、『経済学・哲学草稿』に先行する時期におけるマルクスの
市民社会論の理論構造を解明する。最初期のマルクスは、もっぱら否定的な意味における
「個別性・主体性の原理」の観点から市民社会を理解しており、市民社会の特質を利己的
な市民の分断と対立に求めていた、というのがこの二つの章の基本主張で、ある。
まず第二章において著者は、へーゲ、ルの市民社会論について、ジョン・ロックを代表と
する政治学的な市民社会論の系譜と、アダム・スミスを代表とする経済学的な市民社会論
の系譜を統合したものとして思想史的位置づけを与えるとともに、市民社会と国家を対抗
的に捉える二元的な理論枠組みはヘーゲ、ルによって最初に定式化されたことを示す。その
うえで著者は、最初期のマルクスは、あくまで、ヘーゲ、ルの市民社会論を出発点にして議論
を構築しており、市民社会と国家を対抗的に理解するという点においても、市民社会と国
家の統合を意図するとしづ理論的課題においても、両者が共通していたことを論証する。
その反面、へーゲ、ルの市民社会概念に含まれていた個別性(分断)の契機と普遍性(統
合)の契機のうち、最初期のマルクスが、フォイエルバッハの影響ゆえに、もっぱら否定
的な意味における個別性の契機のみに着目して市民社会を理解したことを第三章は明ら
かにする。つまり、『へーゲ、ル法哲学批判』や『ユダヤ人問題によせて』においてマルク
スは、市民社会のうちに孤立した利己的な個人の分断・対立を見いだすのみであり、そこ
に「普遍性・社会性の原理」を認めていなかった、というのが著者の解釈である。「欲求
の体系J としての市民社会において、分業と交換を媒介にしてコミュニケーションと相互
依存的な社会関係が成立する、という側面にマルクスが着目するに至ったのは、そののち
エンゲ、ルスの『国民経済学批判』に触発されて経済学を研究するようになって以後のこと
であった、というのである。
第四章「個別性と社会形態の理論」は、マルクスの社会類型論に注目する。 N ・ラーピ
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ンの古典的研究をてがかりにして、著者は、『ヘーゲ、ル法哲学批判』においてマルクスが
示した社会類型を「伝統社会J r市民社会J r将来の社会」の三つに整理する。著者の論証
によれば、「伝統社会」では社会のなかに埋没して抑圧されていた個人が「市民社会J に
おいては解放され、「市民社会」では個人が社会に優越するようになった、という点をマ
ルクスはなにより重視した。著者はここに、「個別性・主体性の原理」の積極的意義を認
めるマルクスの認識の出発点を求めている。従来の研究では、マルクスが哲学における主
体性、経済における私的所有、政治における個人権について積極的な意義を見いだしてい
た点について、充分に指摘がなされてこなかった、というのが著者の立場である。
第五章「パリ草稿と市民社会の積極的側面」は、『経済学・哲学草稿』においてマルク
スが、「個別性・主体性の原理」の積極的意義を認めたのみならず、その原理を出発点に
して「普遍性・社会性の原理J が導かれることを発見した、と論じる。すなわち、この段
階においてマルクスは、市民社会における、分業と交換を通じた新しい社会的関係の構築
を論じるに至り、市民社会に理論的重要性を認めるようになった、というのである。ここ
において市民社会は、商品の交換関係を媒介にした個人間のコミュニケーションの総体と
して理解され、個人を統合する契機を内包するとみなされた。さらに、著者は、研究史上
の争点で、あった『経済学・哲学草稿』第一草稿と「ミル評注」の関係について検討を加え、
第一草稿における「疎外された労働」をめぐる議論(生産をめぐる理論)と「ミル評注」
における「疎外されたコミュニケーション」をめぐる議論(コミュニケーションをめぐる
理論)が相互補完的な関係にあることを示す。つまり、マルクスは、生産理論のみならず
コミュニケーション理論を重視していた、というわけである(マルクスの疎外概念は、フ
ォイエルバッハのように疎外を否定的に理解するのみならず、へーゲ、ルの疎外理論を継承
し、主体の本質を客体化するという肯定的意味も含んで、いた)。こうして著者は、マルク
スの市民社会論の形成過程を説明するともに、初期マルクスの市民社会概念が個人と社会
の二つの契機を前者の優位のもとに内包していたことを明らかにする。著者によれば、 M ・
ヘスを代表とする青年へーゲ、ル派の市民社会論が、否定的な意味における「個別性・主体
性の原理」にもっぱら着目したのに対して、『経済学・哲学草稿』におけるマルクスは、「個
別性・主体性の原理」と「普遍性・社会性の原理」の二つの原理が統合した社会形態とし
て市民社会を理解したのである。
著者は、第六章「結論一一「フォイエルバッハ・テーゼ」の第六テーゼJ において、「人
間の本質は、孤立した個々人に内在する抽象物ではない。人間の本質は、その現実のかた
ちにおいては、社会的関係の総体である」というフォイエルバッハ第六テーゼ、を再検討す
る作業を通じて、ここまでの本論文の議論をあらためて確認する。本章で補足されるのは、
マルクスの社会類型論における「市民社会」と「将来の社会」の関連をめぐる分析である。
著者はここで「市民社会」と「将来の社会」の連続性を指摘する。著者によれば、マルク
スの論じた「将来の社会」は「市民社会」を原型としており、この「将来の社会j は「市
民社会」において個人を出発点にして形成された個人間の社会関係をあくまでも前提とし
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て受け継ぎつつも、その社会関係が物象化して個人を従属させることを回避した社会形態
であった。著者は、こうした議論の結果、マルクスは「個別性・主体性の原理」を立脚点
にして社会理論の構築した思想家であり、その意味で啓蒙思想の継承者である、と結論す
る。
論文審査結果の要旨
二十世紀末の歴史変動をふまえてマルクスや社会主義をめぐる学術的な再検討が国内
外で進行するなか、政治学、政治思想史学の分野でもマルクスや社会主義をめぐる再検討
が必要とされている。本研究は 先行研究に周到に目配りしながら そこに新しい独自の
知見を加えようとした野心的な研究である。
著者は、日本に留学していた経験を有効に活用して、日本において蓄積されてきた初期
マルクスや彼の市民社会論をめぐる多くの研究(内田義彦教授、平田清明教授、虞松渉教
授、望月清司教授、山之内靖教授らの研究)を渉猟して、その知見を充分に吸収して論文
を執筆している。このこと自体、戦後日本の社会科学における「市民社会」論を国際的な
学術世界に伝えてその吟味に晒すひとつの契機となる、とし 1 う学術的意義をもつが、のみ
ならず著者は、個人と社会の関連付けという自らの問題設定を立脚点にして、こうした先
行研究を相対化する独自の成果を提示している。すなわち、著者は、マルクスが市民社会
を必ずしも経済的関係を中心にして理解したわけで、はなかったこと、マルクスが啓蒙思想、
を継受して「個別性・主体性の原理」に積極的意義を認めていたこと、を論証することに
よって、先行研究に対する独自性を示している。こうした著者の指摘は、政治学、政治思
想史学におけるマルクスや社会主義をめぐる再検討作業のなかで理論的重要性をもっと
ともに、現存する社会主義体制をめぐる政治理論的・政治学的考察においても示唆すると
ころが少なくない。
とはいえ、もとより本論文が欠点を免れているわけではない。一貫した理論的視座のも
とに構成・叙述がなされていることは本論文の長所であるが、反面で、時としてテクスト
(原資料)の指示や解説が必ずしも充分ではない箇所が存在する。また、本論文は初期マ
ルクスに分析対象を限定しているが、本論文が示した初期マルクスの思想がその後のマル
クスの思想、とどのような関係にあるのか一切の検討を欠いているのは、初期マルクスの思
想、の位置づけを確定するとしづ意味においても、問題を含んでいる。しかしながら、本論
文に示された著者の分析能力を前提にするならば、著者が以上の難点を克服して、マルク
スの思想の全体像を解明することは充分に期待できる。したがって以上の難点は、本研究
が博士(法学)の学位を受けることを決して妨げるものではない。
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